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GX2040 ビジョン策定までの経緯と内容について 
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2025 年 2 月、政府は「GX2040 ビジョン～脱炭素成長型経済構造移行推進戦略 改訂～」を閣議決

定しました。この文書は、2022 年頃に始まった一連の GX 政策の集大成的な長期ビジョンであり、GX とはな

にかを知る上で本丸ともいうべきものです。2024 年 5 月から「エネルギー基本計画」や「地球温暖化対策計画」

の見直しと連動する形で議論され、取りまとめられました。 

本稿では、GX2040 ビジョンが策定されるに至るまでの経緯と概要、その位置づけと課題について解説しま

す。 

1. 「GX（グリーントランスフォーメーション）」とはなにか 

そもそも「GX（グリーントランスフォーメーション）」とはなんでしょうか。既に様々な場面で使われていますが、

実は何を GX と呼べて、何を GX と呼べないのか、あるいはカーボンニュートラルや脱炭素とどう違うのかというこ

とについて、明確な線引きや定義はありません。 

似た用語として、「DX（デジタルトランスフォーメーション）」があります。「X」の独特の使い方からして、GXは

明らかに DX を意識しています。DX は概念としては、2004 年にスウェーデンのエリック・ストルターマン教授によ

って提唱されたと言われていますが、ストルターマン教授を含め海外では”digital transformation”と表記され

ることが多く、DX の表記は実は主に日本で使われているようです。DX は、2011 年頃にコンサルティング会社

等が使い始めたのを、2018 年頃に経済産業省が政策用語として採用し、後に日本で広く使われるようになり

ました。DXは様々に定義されていますが、一般に単純な「デジタル技術による効率化」としての「IT化」と区別

して、「デジタル技術による社会や組織の根本的な変革」を強調したいときに使われることが多いようです。 

一方、GX の初出は 2021 年 6 月に経団連が発表した「グリーン成長の実現に向けた緊急提言」という文

書のようです。その冒頭において、「イノベーション、投資の好循環、エネルギーシステムの次世代化を通じて、経

済社会全体の根底からの変革（GX：グリーン・トランスフォーメーション）」とだけ言及されています。政策文書

としては、その4ヶ月後の 2021年10月に閣議決定された「第６次エネルギー基本計画」において、既に「GX」

への言及があります。ただし、冒頭の「はじめに」の中で何の説明もなく DX（デジタルトランスフォーメーション）

と並べて触れられているだけで、以降の本文の中では一切登場せず、結局具体的になにを指しているのか分か

りません。 

その後、2021 年 12 月、経済産業省の「世界全体でのカーボンニュートラル実現のための経済的手法等の

あり方に関する研究会」において、将来的に排出量取引を行う場として検討されてきた「CN（カーボンニュート

https://www.tokio-dr.jp/thinktank/GX/
https://static1.squarespace.com/static/6229a9d52df7f809c408b82f/t/63a3d51a9b63d42930fd3b43/1671681307111/EN_Stolterman.pdf
https://www.keidanren.or.jp/policy/2021/057.html
https://www.meti.go.jp/press/2021/10/20211022005/20211022005.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/carbon_neutral_jitsugen/
https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/carbon_neutral_jitsugen/
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ラル）トップリーグ」の名称を「GX リーグ」に変更すると発表されました。その変更の第一の理由として、「目指す

べきは CN という事象だけではなく、CN に向けた脱炭素のチャレンジを通じた経済社会システムの変革

（GX）」であると説明されています。そして、2023 年 7 月に閣議決定された「GX 推進戦略」の正式名称が

「脱炭素成長型経済構造移行推進戦略」であることや、GX関連の政府文書の各所に「排出削減と経済成

長を共に実現する GX」という表現があることから、GX とは単にカーボンニュートラルに向けた社会変革を意味

するだけではなく、経済成長を共に実現するものという意味が込められているようです。 

いずれにせよ、GX は DX とともに主に日本で使われている政策用語であり、DX が単純な IT 化を越えた

ものを目指そうとしているように、GX もまた単純な脱炭素化を越えた経済構造転換と経済成長を目指そうと

するものと位置づけられています（図表 1 参照）。 

 

図表 1. DX と GX の特徴 

 DX（デジタルトランスフォーメーション） GX（グリーントランスフォーメーション） 

目的 デジタル技術による社会・組織の根本的変革 脱炭素化を通じた経済構造の根本的変革

と経済成長の両立 

手段 AI、クラウド、データ分析、IoT 等 再生可能エネルギー、水素、省エネ、

CCUS、原子力、カーボンプライシング等 

対象 企業経営、業務プロセス、顧客体験等 エネルギー、製造業、交通、都市開発等 

（出典）各種資料を基に筆者作成 

2. GX 政策の推移 

GX の政策としての萌芽は、2021 年 12 月に経済産業省において立ち上げられた「産業構造審議会 産

業技術環境分科会 グリーントランスフォーメーション推進小委員会」という初めてGXの名を冠した委員会にあ

ります。この委員会は、資源エネルギー庁の「総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会 2050 年カーボン

ニュートラルを見据えた次世代エネルギー需給構造検討小委員会」との合同会合1という形式をとっています。こ

こで議論されている政策は当初「クリーンエネルギー戦略（CES）」と呼ばれ、合同会合の略称も CES とされ

ていました。この「クリーンエネルギー戦略」という名称は、当時の岸田首相が総裁選に出馬した時に掲げていた

政策項目名で、もともとは「グリーン」に対し「クリーン」は再生可能エネルギーだけではなく原子力発電も含むと

いう意味であると言われていました。 

CES の議論は、「第６次エネルギー基本計画」における「温室効果ガス 2030 年度 46%削減（2013 年

度比）」という非常に厳しい目標設定のなか、需要サイドのエネルギー転換に着目することから始まりました。

徹底した省エネや、経済安全保障の観点から鉄鋼・化学・紙パルプ・セメントといった基礎素材産業をいかに

脱炭素化しつつ維持していくかという論点から議論することになりました。そして、様々な分野に及ぶ産業の脱

 

1 筆者は後者の小委員会の委員でしたが、両委員会はつねに合同会合という形をとったので、結果的に全て

の議論に参加しました。 

https://www.meti.go.jp/shingikai/energy_environment/carbon_neutral_jitsugen/009.html
https://www.meti.go.jp/press/2023/07/20230728002/20230728002.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/green_transformation/
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/green_transformation/
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炭素化に必要な投資額として「150 兆円」という数字が提示され、その実現には「規制-支援一体型の投資

促進策」として「成長志向型カーボンプライシング（CP）」が必要であるとして、2022 年 5 月に「CES 中間整

理」が発表されました。この中間整理では、新・素材産業ビジョンや GX リーグ、AZEC 構想（アジア・ゼロエミ

ッション共同体構想）等の政策も盛り込まれており、これが後の GX 政策の基盤となります（図表 2 参照）。 

「CES中間整理」は 2022 年 5 月 19 日に開催された「『クリーンエネルギー戦略』に関する有識者懇談会」

において岸田首相（当時）に報告されました。当該懇談会において、岸田首相から「今後 10年間に 150兆

円超の投資を実現するため、（中略）裏付けとなる将来の財源を確保しながら、20 兆円とも言われている

必要な政府資金を GX 経済移行債（仮称）で先行して調達」との発言があり、これがその後の議論を大き

く動かすことになります。つまり、GX の議論は GX 経済移行債の財源論とその分配先の議論にその焦点が移

っていきます。そして、それまで経済産業省で主に行われていた GX の議論は、後に官邸に設置された「GX 実

行会議」の場に移ることになりました。 

実は、岸田首相が「GX経済移行債」や「GX実行会議」の指示を出した 2日前の 5月 17日、経団連は

「グリーントランスフォーメーション（GX）に向けて」を発表し、「必要となる政府負担は年平均で約２兆円程

度（財源＝GX ボンドの発行等）」や「GX 実現会議」の設置を提言しています。岸田首相の指示はこれら

の提言を背景にして行われたものと推測することができます。 

 

図表 2. GX 政策の推移 

 

（出典）各種資料を基に筆者作成 

「GX 実行会議」に議論の場を移した GX 政策は、2023 年 2 月に閣議決定された「GX 実現のための基

本方針」によって全体の方向性が示されました。この「基本方針」には、「原発の 60 年超運転」や「廃炉を決

定した原発敷地内での建て替え」等、震災以降全く動かなくなっていた原子力政策の大転換や、GX経済移

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/green_transformation/20220519_report.html
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/green_transformation/20220519_report.html
https://www.kantei.go.jp/jp/101_kishida/actions/202205/19energy.html
https://www.keidanren.or.jp/policy/2022/043.html
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行債の財源としての化石燃料賦課金2や GX リーグにおける電力事業者向けの有償オークション等、将来のエ

ネルギーコストを左右する重要な政策項目も含まれています。また、GX 投資促進先を示すロードマップとして、

22 分野の「道行き」も合わせて発表されました。 

その後、2023年 7月に「GX推進戦略」が閣議決定されますが、実はこの政策文書はごく一部の変更を除

いて「基本方針」とほぼ同じです。GX2040 ビジョンは「GX 推進戦略」の改訂版として作られていますので、

GX2040 ビジョンの大枠は既に基本方針で示されているといってよいでしょう。また、22 分野の「道行き」は、

2023 年 12 月に策定された重点 16 分野の「分野別投資戦略」において、一部の分野が統合・省略される

形で「大くくり化」されました（図表 3 参照）。GX2040 ビジョンと併せて示された「分野別投資戦略 ver.2」

は、一部更新されたものの、更新前とほぼ同じ内容です。従って、GX2040 とは、「GX 推進戦略」と「分野別

投資戦略」がバージョンアップされたものと理解すればよいことになります。 

図表 3 .GX 政策における「22 分野道行き」から「重点 16 分野」への「大くくり化」 

 

（出典）各種資料を基に筆者作成 

 

2 化石燃料の輸入時に課税される「石油石炭税」の事実上の増税に相当し、2028 年度から導入される予

定です。 
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3. GX2040 ビジョンについて 

2025 年 2 月末に閣議決定された GX2040 ビジョンは、目次としては図表 4 のとおり、8 つの項目について

述べられているのですが、実は中身を詳細にみると５階層まで深く入り組んでいて（図表 5 参照）、同じよう

な内容が別の箇所で繰り返し述べられているなど、執筆者の苦労が伺える大変難解な文章となっています。ま

た、「2040」と銘打っているにもかかわらず、2040 年の絵姿や目標についての言及は限定的なものにとどまって

います。その広範な内容と「GX 推進戦略」からの変更箇所のすべてに触れることは紙面の都合上できません

が、筆者が注目した点について解説したいと思います。 

図表 4 .GX2040 ビジョン目次 

 

（出所）経済産業省資料を基に筆者作成 

 

(1) GX 産業構造と GX 産業立地 

GX 推進戦略改訂版としての GX2040 ビジョンの最大の特徴は、GX 産業構造と GX 産業立地とい

う項目があることです。このことは、GX 実行会議でも叩き台として示されていました。しかし、その内容と実

際に何が政策として実行されるのかを説明することは簡単ではありません。 

GX 産業構造について述べられていることは、①資本市場改革を通じた企業のリスクテイクの促進、②

国内外の学術機関と連携した「次の飯のタネ」になり得る「フロンティア領域の金の卵」の探索・特定、③

大企業からの積極的なカーブアウトによるビジネスポートフォリオの見直し、といった政策的な支援を実施す

るというものですが、具体的な政策支援についてはほとんど述べられていません。また、GX 市場創造として、

GX 価値の見える化や、GX 製品の公共調達、GX ディープテックスタートアップの振興等について述べられ

ていますが、これらも一般論的に書かれているだけで具体策を読み取ることは困難と考えられます。 

GX 産業立地については、「エネルギー供給に合わせた需要の集積」という発想のもと、偏在する脱炭素

電源（再生可能エネルギーや原子力発電を指すものと考えられる）の開発にあわせた産業誘致の措置

の検討を始めるとしていますが、具体的には主にデータセンター立地の支援策のあり方について述べられてい

ます。環境省が推進する 2025 年までに 100 箇所を目指す「脱炭素先行地域」についても触れられていま

す。 

(2) 成長志向型カーボンプライシング構想 

GX2040 ビジョンのもう一つの特徴は、成長志向型カーボンプライシング構想に関する新しい検討を踏ま

https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004.html
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えて、前回の「GX 推進戦略」以上に細かく述べられていることです。具体的には、GX リーグにおける排出

量取引のルールの大幅な変更（自主参加から参加義務化、自主目標から政府による目標設定、炭素

価格の上限・下限設定、不履行時の扱い等）や、GX 経済移行債の財源としての化石燃料賦課金の

減免規定等が具体的に記載されています。これらの内容は、GX 政策がさらに行政主導的な方向にシフト

してきたことを示唆しています。事業者においては、GX 政策において将来発生する様々なコスト負担やそ

れを最小化する方法について、ますます注視する必要があるでしょう。 

(3)GX を加速させるためのエネルギーをはじめとする個別分野の取組 

この項の最初の「(1) DX による電力需要増に対応するため・・・」から「(3)次世代エネルギー源の確保、

水素等のサプライチェーン構築」までの項目の部分の大半は、「GX 推進戦略」や「第７次エネルギー基本

計画」の記述と内容的に重複しています。このことは GX2040 ビジョンがエネルギー基本計画と連動してい

るともいえますし、一方で役割分担の難しさも感じさせます。 

続く、「(4)CCS」から「(19）地方創生につながる CDR」の個別分野の項目は、それまでの項目とレイ

ヤーを異にしています。そして、これらの項目の多くは、併せて公表された重点 16分野の「分野別投資戦略

ver.2」にあるものとないものがありその表現も一致していないことから、両者の関連性が把握しづらいのです

が、「インフラ」、「バイオものづくり」、「食料・農林水産業」等は、「大くくり化」で消滅した項目であり、それ

らが一部残された（あるいは復活した）とも読めます（図表 3 と図表 5 参照）。 

事業者にとってGX政策とは支援とコスト、いわばアメとムチであり、どの分野がより支援を受けられて、ど

の分野がよりコスト高になるのかといった観点こそが関心の対象といえます。今後 GX ビジョンや分野別投

資戦略においてどの分野がどのように扱われるのかが、GX の方向性を決めることになると考えられ、事業

者・産業界としては議論の動向を注視する必要があるでしょう。 

 

GX2040 ビジョンの「概要版」によると、GX2040 ビジョンとは「将来見通しに対する不確実性が高まる中、

GXに向けた投資の予見可能性を高めるため、より長期的な方向性を示すもの」とされています。「第７次エネ

ルギー基本計画」では、2040年までの道筋として幅のある複数シナリオが提示されるのみで、分野別の目標値

がほとんど示されなかったことから、審議会の委員から「予見可能性を高めるためもっと分野別の目標値が欲し

い」との意見がありました。その意味において、GX2040 ビジョンはより個別具体的な数値目標のある「予見可

能性を高める」ものであることが期待されていました。 

しかし、GX2040 ビジョンでは、具体的な数値目標は設定されず、期待されていた予見可能性の向上につ

いては限定的なものにとどまりました。また全体としても抽象的な記述が多いため、2040 年の日本社会の絵

姿を想像するのは難しい内容となっています。また、エネルギー基本計画と重複した内容が多く、両者の役割

分担の明確化も今後の課題でしょう。 

 

事業者としては、自社の経営・事業・投資戦略等への影響を見定めるため、カーボンプライシングの動向や

個別分野の取組等の議論の動向を注意深く見守る必要があるでしょう。他方で、GX に関係する省庁・業界

等は多岐に渡り、これ以上の 2040 年の絵姿や数値目標等の精緻化は困難な可能性もあります。従って、

事業機会を逃さないために一定のリスクをとった経営判断が必要になる場面が出てくる可能性にも留意する
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必要があります。 

 

 

 

 

図表 5. GX2040 ビジョン目次 詳細版 

（出所）経済産業省資料を基に筆者作成 
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東京海上 dR GX レポート一覧へ 

１．はじめに （４）CCS
２．GX 産業構造 （５）サーキュラーエコノミーと GX

(１) 目指す GX 産業構造 （６）鉄鋼、化学、紙パルプ、セメント等の脱炭素化が難しい分野
(２）実現に向けたカギとなる取組 （７）蓄電池

１）企業の成長投資を後押しする企業経営・資本市場の制度改善 （８）次世代自動車
２）国内外の学術機関等と提携したイノベーションの社会実装や政策協調 （９）次世代航空機
３）大企業からの積極的なカーブアウト （１０) ゼロエミッション船舶
４）GX 産業につながる市場創造 （１１) 鉄道

① 基本的考え方 （１２) 物流・人流
② GX 価値の見える化（CFP・削減実績量・削減貢献量等） （１３）くらし
③ GX 製品・サービスの積極調達 （１４）住宅・建築物

ア）公共調達の推進 （１５）インフラ
イ）民間企業の調達促進 （１６）カーボンリサイクル
ウ）くらし分野での需要創造・表彰 １）カーボンリサイクル燃料

５）中堅・中小企業の GX ２）バイオものづくり 
① 見える化と目標設定 ３）CO2 削減コンクリート等
② 設備の高度化支援 （１７）食料・農林水産業
③ 支援機関等の体制構築 （１８）半導体

６）新たな金融手法の活用 （１９）地方創生につながる CDR
３．GX 産業立地 ６．成長志向型カーボンプライシング構想

（１）脱炭素電源等の活用を見据えた産業集積の加速 （１）基本的考え方
１）今後の産業構造の転換とそれに合わせた GX 産業立地政策の在り方 （２）成長志向型カーボンプライシング構想の実現に向けた制度措置

① エネルギー・GX 産業立地政策を通して目指す姿 １）排出量取引制度の本格稼働
② 今後の検討の方向性 ① 基本的考え方

ア）政策対応の必要性と対応の方向性 ア）一定の排出規模以上の企業の参加義務化
イ）支援対象の考え方 イ）政府指針に基づき対象企業が求められる排出削減の水準を決定
ウ）地方公共団体との連携 ウ）価格の安定化措置

i）  企業を誘致する地方公共団体への効果的な支援 ② 具体的措置
ⅱ）脱炭素電源を整備する地方公共団体への裨(ひ)益 ア）制度対象について

エ）産業構造転換に資する既存の産業用地の利活用 イ）制度対象事業者に課せられる義務等の具体的内容について
２）産業構造の高度化に不可欠な AI と DC の立地の考え方 ⅰ）排出量の算定・報告

① DC の国内整備に当たり考慮すべきこと ii） 排出枠の償却
ア）レジリエンスとインフラ有効活用のための地域分散 ⅲ）不履行時の扱い
イ）効率的かつ迅速な電力・通信インフラの整備（ワット・ビット連携） ⅳ）移行計画
ウ）脱炭素電源の整備等と時間軸 ウ）排出枠の交付の方法について           

② DC 整備を加速するための政策的支援の在り方 ⅰ）業種等を考慮するための基準          
（２）地域裨(ひ)益型・地域共生型で地方創生に資する地域脱炭素の推進（地域 GX） ⅱ）その他割当てを行う際に勘案すべき事情についての基準

エ）投資の予見性確保（価格安定化措置） 
４．現実的なトランジションの重要性と世界の脱炭素化への貢献 ⅰ）上限価格

（１）欧米の情勢も踏まえた現実的なトランジションの必要性 ⅱ）下限価格
（２）アジアの視点も加えたルール形成及び世界の脱炭素化への貢献 オ）取引市場の整備

５．GXを加速させるためのエネルギーを始めとする個別分野の取組 ③ 制度開始に当たって検討が必要な事項について

ア）中小企業への負担の不当な押し付けの懸念への対応

１）基本的考え方                     イ）既存制度との関係整理
２）徹底した省エネルギーの推進、産業の電化・燃料転換・非化石転換 ④ 排出量取引制度の段階的発展 
３）再生可能エネルギーの主力電源化 ２）化石燃料賦課金
４）原子力発電の活用  ① 基本的考え方
５）火力発電とその脱炭素化 ② 減免規定
６）CN 実現に向けた電力の事業環境整備・市場整備 ③ 執行スキーム、その他技術的改正
７）系統整備 ７．公正な移行

８．GX に関する政策の実行状況の進捗と見直しについて

（３）次世代エネルギー源の確保、水素等のサプライチェーン構築

（１）DX による電力需要増に対応するため、徹底した省エネルギー、再生可能エネルギー拡大、原子力発電
所の再稼働や次世代革新炉の開発・設置、火力発電の脱炭素化に必要な投資拡大や系統整備

（２）LNG の確保と LNG サプライチェーン全体での低炭素化の道筋確保や、国際的な議論も踏まえた石炭火
力発電の扱い

https://www.meti.go.jp/press/2024/02/20250218004/20250218004.html
https://www.postoil.jp/
https://www.tokio-dr.jp/thinktank/GX/

